
公益財団法人神奈川産業振興センター 設備支援課

【経営革新計画の承認の対象になる新事業活動】
1. 新商品（製品）の開発又は生産 
2. 新役務（サービス）の開発又は提供 
3. 商品（製品）の新たな生産又は販売の方式の導入 
4. 役務（サービス）の新たな提供の方式の導入、その他の新たな事業活動 

※1.これまで行ってきた事業（既存事業）の範疇に含まれる商品（製品）、
 役務（サービス）の開発又は生産、提供は対象になりません 
※2.同業の中小企業における技術・販売方式の導入状況から判断して、
 それぞれについて既に相当程度普及している場合は、対象外になります 
※3.次のような場合は承認を受けられません 

・公序良俗に反する、又はその恐れがあることが明らかな場合 
・関係法令に違反する、又はその恐れがあることが明らかな場合 
・計画の内容に確実性、実効性が認められない場合 
・公的な支援を行うことが適当でないと認められる場合 

【経営革新計画の計画期間と数値目標】
＜計画期間＞

3年間、4年間、5年間のいずれかを選択することができます。
（計画期間は、直近の決算後、最初の営業年度から開始となります）

＜数値目標＞
経営革新計画の承認を受けるためには、計画終了時に一定の指標による
経営目標を達成できる見込みが十分あるビジネスプランを立てることが
必要です。

（計画終了時における各経営指標の伸び率）

4年間 12％以上 6.0％以上
5年間 15％以上 7.5％以上

3年間 9％以上 4.5％以上

小規模企業者等設備貸与制度 経営革新計画とは？

 設備貸与制度とは、公益財団法人神奈川産業振興センター（以下「センター」）が、経営の革
新を図ろうとする小規模企業者等又は創業者の設備導入にあたり、利用者が導入を希望する設備
を、センターがメーカー又はディーラーから購入して割賦販売又はリースする制度です。

計画期間 「付加価値額」、又は
「一人当たりの付加価値額」

「給与支給総額」の伸び率
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公益財団法人神奈川産業振興センター 設備支援課

▢ 重要事項確認書 【シート：J̲重要事項確認書】
▢ 設備貸与（割賦・リース）申込書 【シート：J1̲重要事項確認書】
▢ 商業登記簿謄本又は履歴事項全部証明書
▢ 直近3ヶ年分の決算書（確定申告書の写しを全部）
▢ 当期直近の残高試算表
▢ 金融機関発行の借入金返済予定表
▢ 法人事業税納税証明書（未納が無いことの証明）
▢ 連帯保証人の所得証明書

（給与所得者は源泉徴収票若しくは課税証明書）
（確定申告者は所得税納税証明書＜その2所得金額用＞）

▢ 導入設備見積書（消費税込）【公益財団法人神奈川産業振興センター宛の見積書】
▢ 住⺠票（個人の場合）
▢ カタログ又は図面
▢ 許認可証の写し（ある場合）
▢ 警察への暴力団情報照会同意書（申込者）

【JS1̲情報照会同意書̲申込者役員（様式1）】
▢ 警察への暴力団情報照会同意書（販売店）販売店ごとに必要

【JD1̲情報照会同意書（様式1）̲販売店役員̲1】
▢ 商工会・商工会議所経由での申込みの場合

【CCI̲商工会・商工会議所経由資料】

◆ 申込対象者
《業種》

● 製造業、建設業、運輸業、サービス業（宿泊業・娯楽業）、農林水産業、
その他 → 従業員２０人以下の会社・個人（21人以上の場合は特認対象要件を参照）

● 小売業、卸売業、サービス業（宿泊業及び娯楽業を除く）、医療（開業医）
→ 従業員５人以下の会社・個人 （6人以上の場合は特認対象要件を参照）

● 特定の条件（※）を満たす中小企業者(小規模事業者以外)
→ 従業員５０人以下の会社・個人

※特認対象要件
常時使用する従業員数が50人以下で、かつ、下の要件に該当するもの

借入残高： 銀行(信金、信用組合、農協、漁協を除く)、日本政策金融公庫、
商工組合中央金庫 及び日本政策投資銀行から実質借入残高が
420,000千円以下

経常利益： 最近3カ年の経常利益の平均が35,000千円以下
資本状況： 中小企業者以外の事業者が1/3超を単独に所有しない

◆ 連帯保証人要件
基本的には、代表者が連帯保証人となります。（対象とならない場合はご相談ください）

・ 年齢が70歳以下（契約時）
・ 居住地が、県内又は都内が目安
・ 年収500万円以上（個人事業者は年所得350万円以上）

小規模企業者等設備貸与制度 申込時に必要な書類のご案内

県税証明書取得の記載例
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← 使用の目的
その他（神奈川産業振興センター設備貸与利用の為）

 2026-04̲ver1.1



公益財団法人神奈川産業振興センター 設備支援課

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

(7)

(8)

(9)

(10)

(11)

(12)

令和  年   月   日

申込者および保証人が、反社会的勢力に該当しないこと、さらに将来にわたっ
て反社会的勢力に関係しないことを確約しますか。

重要事項確認内容 回答

はい ・ いいえ

はい ・ いいえ

はい ・ いいえ

はい ・ いいえ

はい ・ いいえ

はい ・ いいえ

はい ・ いいえ

はい ・ いいえ

はい ・ いいえ

当制度は県内の各商工会・商工会議所と協力し運営を行っています。それらを経由する
ことにより返済期間延⻑等のメリットがあることを確認済みですか。

設備貸与契約後も、当センターより要求があった場合には、証票類、帳票類を
全て開示し、誠意を持って対応できますか。

どういった場合に違反となるのか、どういった違反があるのかをよく理解し、
違反が発生しないように対応できますか。

以上について、公益財団法人神奈川産業振興センター担当者より説明を受け、理解しましたので、対応
します。

氏名（直筆）：                      

  次の質問項目について該当する方を○で囲んでください。なお、一項目でも「いいえ」に該当する場
合は、本資金の活用をご遠慮いただく場合があります。

小規模企業者等設備貸与制度 重要事項確認書

■下の項目に該当する回答を「はい」か「いいえ」をお選び下さい。

はい ・ いいえ

はい ・ いいえ

はい ・ いいえ

仮に、違反が判明した場合、当センターの指示に従い、繰上償還（繰上返済）
及び違約金の支払いに対応できますか。

事業案内等記載内容を読んで、本制度の趣旨や内容をよく理解していますか。

本資金の審査前に設備を導入をしないことを了解しますか。

神奈川県内の自社の事業所・工場等に設置し自社で使用する設備ですか。

導入する設備は新品、新品同等品（中古品ではない）ですか。

連帯保証人の方は要件（年収500万円以上、70歳以下等）を満たしていますか。

導入する設備の価格について、販売店と交渉を行い価格の低減を図りましたか。

本制度を利用された場合、設備導入効果や経営状況を把握させていただくため
に、所管する税務署に提出した確定申告書、営業報告書、貸借対照表、損益計
算書等の決算書類を必ずご提出いただき、定期的に設備導入効果を確認させて
いただきますが（訪問含む）、対応できますか。

⼿書き申込書  2026-04̲ver1.0



【記入例】

公益財団法人神奈川産業振興センター あて 申込日：

１ 基本情報

▢
〒

▢

〒 ▢
▢
▢
▢
▢
▢

２ 企業概要 ▢
▢
▢

名 名 名

年 3 月 年 4 月
年 4 月 年 10 月
年 4 月 年 月
年 4 月 年 月
年 月 年 月

３ 申込設備

千円

〒
線 停

フリガナ マルマルセイサクショ

企業名 株式会社 ◯◯製作所 ㊞

設備貸与（割賦販売・リース）申込書【記入例】
令和8年4月1日

KIP 商工会/商工会議所
受付印 受付印

添付必要書類
氏名 ◯◯ 太郎 年齢 57歳 商業登記簿謄本又は

代
表
者

役職 代表取締役
生年月日 昭和44年1月1日フリガナ マルマル タロウ

本社所在地
（登記上）

XXX-XXXX TEL: 045-XXX-XXXX FAX: 045-XXX-XXXX

支店・工場
所在地 ◯◯ビルＸＸＦ 事業税（県税）の所得証明書

履歴事項全部証明書
横浜市中区***町*-** 直近3ヶ年分の決算書
神奈川中小企業センタービルXXF （確定申告書の写しを全部）

243-0XXX TEL: 045-XXX-XXXX FAX:

所属部署 XXXX課 TEL: 045-XXX-XXXX 連帯保証人の所得証明書

045-XXX-XXXX 当期直近の残高試算表
海老名市下今泉***-1 金融機関発行の借入金返済予定表

役職名 導入設備見積書（消費税込）連絡担当者 課⻑ 氏名 ◯◯ 次郎
E-mail 住⺠票（個人の場合）

（申込企業及び設備販売店）

marumaru@xxxx.xx.xx

創業年月日 （個人） 平成10年4月1日
資本金（千円） 常勤役員

従業員
合計

10,000 千円 常用 パート等 小計
2 14

カタログ又は図面
（法人） 令和5年4月1日 許認可証の写し（ある場合）

情報照会同意書

2 16名 0名

S50 ㈱横浜製作所 入社 H20 海老名市に第２工場新設。
S55 ㈱◯◯製作所 入社

代表者略歴 （学歴、職歴、所属組合の役員等をご記入） 企業経歴 （企業形態、主要生産品目、所在地等の変遷を記入）

S50 横浜大学工学部 卒業 S60 株式会社となる。資本金10,000千円

設備名 見積額 メーカー名型式・規格 単価（千円） 台数 金額（千円）

H05 代表取締役就任

千円
㈱神奈川機械DWC-532

2
千円 千円

1 ワイヤカット放電加工機
17,850 千円 1 17,850

17,850

4
千円

3
千円 千円

馬車道

導入理由

設置予定場所 231-00XX 横浜市中区尾上町***-**
最寄駅 根岸線 関内 駅 バス 横浜駅東口 行き

千円

計 1

現有のワイヤカット放電加工機が老朽化しており、作業効率が低下している。効率の悪さから従業員は慢
性的な残業に悩まされている。また、新規の取引先からの受注が決まったことから、設備の増設で対応し
たい。今回の設備導入による作業効率の向上で、３年間で９％以上の付加価値増加を計画している。
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【記入例】
４ 経営の革新のための経営計画
※設備導入後の経営計画をご記入ください。（付加価値額の算定表） 単位：千円

千円 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円 千円

レ ３年間で９％以上 レ ４年間で１２％以上 ５年間で１５％以上 （いずれかに該当）
（給与支給総額の算定表）（単位：千円）

千円

千円

千円

千円

千円 レ ３年間で4.5％以上 レ ４年間で６％以上
千円 レ ５年間で7.5％以上 （いずれかに該当）

５ 事業概要
※次の中から該当する業種を選び、事業内容を記入してください。 ↓その他（入力して下さい）

【製造業 建設業 小売業 卸売業 サービス業 その他】 （ ）

６ 借入状況 （金融機関発行の返済予定表を添付書類と一緒に提出してください。） 単位：千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

７ 連帯保証人（代表者及び追加の連帯保証人が必要な場合は予定者についてご記入ください。）

万円

万円

売上高 人件費 減価償却費 営業利益 付加価値額④ 伸び率 従業員
数⑤

１人あたり 伸び率① ② ③ ①＋②＋③ 付加価値額④/⑤

− 11 8,437 −
今期 300,000 74,200 8,185 10,000 92,385
前期 294,500 74,600 15,455 2,749 92,804

− 11 8,399 −
−

３年後 340,000 78,000 1,770 22,000 101,770 9.70% 12 8,481 0.5%
２年後 320,000 76,000 4,750 15,000 95,750 − 12 7,979

5.5%
※付加価値額伸び率、従業員１人当たりの付加価値額伸び率は前期を基準とします。
※付加価値額伸び率又は従業員１人当たりの付加価値額伸び率のいずれかが下記の達成率が必要です。

13.40% 12 8,727 3.4%
５年後 360,000 80,300 1,559 25,000 106,859
４年後 350,000 80,000 1,720 23,000 104,720

11.60% 12 8,905

※給与支給総額の伸び率については下記の達成率が必要です。
２年後 76,000 − ※「各種手当」には、残業手当、休日手当、家族（扶養）手当、住宅手当等を含み、給与所得とさ

れない手当（退職手当等）及び福利厚生費、法定福利費は含みません。３年後 78,000

給与支給総額 伸び率 ※給与支給総額の伸び率は前期を基準とします。
前期 74,669 − ※給与支給総額とは役員報酬、給与、賃金、賞与、各種手当をいいます。

4.5%
４年後 80,000 7.1%
5年後 80,300 7.5%

今期 74,280 −

主
要
事
業
内
容

当社は設立以来一貫して自動車部品のプレス金型製造を行っている。特に精密小型部品用の金型の製造を得意としており、品質面や
納期面で取引先から評価を受けている。

主
要
取
引
先

取引先名 所在地 製品（商品）名 構成比（％ 取引年数（年

○○精機㈱ 横浜市金沢区 自動車部品 45% 20年
△△工業㈱ 川崎市幸区 自動車部品 35% 15年
㈱◇◇製作所 相模原市緑区 自動車部品 10% 8年

設
備
・
試
算
状
況

主要設備 台数 申込企業及び代表者の資産状況
土地/建物 所在地 面積㎡ 所有者

マシニングセンタ 4台 土地 横浜市金沢区△△番地 330.12㎡ 株式会社 ○○製作所

NCフライス盤 3台 土地 横浜市南区××番×号 10.00㎡ ◯◯ 太郎
ワイヤカット 3台 建物 同所（鉄骨造２階建） 150.25㎡ 株式会社 ○○製作所

研磨機 2台 建物 同所（木造スレート葺２階建） 103.14㎡ ◯◯ 太郎

借入年月 返済終了年月 借入目的
○○銀行 20,000 2.60% 18,600 16,000 200 令和2年4月 
借入先名（支店名） 借入額 利率 前期決算時借入残高 借入残高（申込時 月当りの元金返済額

令和12年4月 運転資金
△△信用金庫 35,000 2.30% 36,000 30,000 500 令和4年6月 令和14年6月 設備資金
◯◯政策金融公庫 40,000 1.90% 39,000 39,000 10 令和7年4月 令和17年4月 運転資金

1
フリガナ マルマル タロウ 生年月日 昭和54年1月1日 47歳 職業 会社役員

氏名 E-mail taroumarumaru@xxx.xx.xx 年間所得 1,200
住所 〒 231-XXXX 横浜市南区◯◯町XX-XX 電話番号 045-XXX-XXX

製造業

職業
氏名 E-mail 年間所得2

フリガナ 生年月日

住所 〒 電話番号

◯◯ 太郎
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【１／２】

公益財団法人神奈川産業振興センター あて 申込日：

１ 基本情報

▢
〒

▢

〒 ▢
▢
▢
▢
▢
▢

２ 企業概要 ▢
▢
▢

名 名 名 名 名

年 月 年 月
年 月 年 月
年 月 年 月
年 月 年 月
年 月 年 月

３ 申込設備

千円

〒
線 停

令和  年  月  日

創業年月日

支店・工場
所在地

小計
合計

従業員資本金（千円）

千円

TEL:
氏名

常勤役員
常用

KIP 商工会/商工会議所

3

4

導入理由

最寄駅 駅 バス 行き
この欄に、設備導入の理由、目的を具体的に記入してください。

設置予定場所

千円 千円

計

千円

千円 千円

㊞

設備貸与（割賦販売・リース）申込書

設備名 見積額

（確定申告書の写しを全部）
当期直近の残高試算表
金融機関発行の借入金返済予定表

カタログ又は図面

（申込企業及び設備販売店）
情報照会同意書

添付必要書類

履歴事項全部証明書

許認可証の写し（ある場合）

事業税（県税）の納税証明書
連帯保証人の所得証明書
導入設備見積書（消費税込）
住⺠票（個人の場合）

（企業形態、主要生産品目、所在地等の変遷を記入）

（個人）

受付印 受付印

本社所在地
（登記上）

フリガナ

フリガナ

企業名

代
表
者

役職
生年月日

年齢

昭和・平成・令和
年  月  日

型式・規格

（学歴、職歴、所属組合の役員等をご記入） 企業経歴

TEL:

⻄暦で入⼒してください⻄暦で入⼒してください （法人）

TEL:

直近3ヶ年分の決算書

商業登記簿謄本又は

FAX:

氏名

所属部署
役職名

FAX:

E-mail
連絡担当者

パート等

代表者略歴

千円

千円

千円

メーカー名

1

2

台数 金額（千円）単価（千円）
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【２／２】
４ 経営の革新のための経営計画
※設備導入後の経営計画をご記入ください。（付加価値額の算定表） 単位：千円

千円 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円 千円

３年間で９％以上 ４年間で１２％以上 ５年間で１５％以上 （いずれかに該当）
（給与支給総額の算定表）（単位：千円）

千円

千円

千円

千円

千円 ３年間で4.5％以上 ４年間で６％以上
千円 ５年間で7.5％以上 （いずれかに該当）

５ 事業概要
※次の中から該当する業種を選び、事業内容を記入してください。
【製造業 建設業 小売業 卸売業 サービス業 その他（         ）】

６ 借入状況 （金融機関発行の返済予定表を添付書類と一緒に提出してください。） 単位：千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

７ 連帯保証人（代表者及び追加の連帯保証人が必要な場合は予定者についてご記入ください。）

万円

万円

生年月日 年  月  日 職業

E-mail

運転・設備
運転・設備

借入額

運転・設備
運転・設備
運転・設備

年  月  日 職業

運転・設備

所有者

利率借入先名（支店名）

−

所在地

月当りの元金返済額 借入年月 返済終了年月 借入目的前期決算時借入残高 借入残高（申込時

土地/建物

設
備
・
試
算
状
況

主要設備 台数 申込企業及び代表者の資産状況

台
台

面積

㎡

% 年

構成比（％

年
取引年数（年

−

年%

１人あたり
付加価値額④/⑤

従業員
数⑤

年間所得
電話番号

−
−
−

−

所在地

台

台

取引先名

伸び率

㎡

㎡
㎡

㎡

※付加価値額伸び率又は従業員１人当たりの付加価値額伸び率のいずれかが下記の達成率が必要です。
※付加価値額伸び率、従業員１人当たりの付加価値額伸び率は前期を基準とします。

給与支給総額 伸び率
−

※給与支給総額の伸び率は前期を基準とします。
※給与支給総額とは役員報酬、給与、賃金、賞与、各種手当をいいます。

伸び率

主
要
取
引
先

台

３年後

製品（商品）名
%

※「各種手当」には、残業手当、休日手当、家族（扶養）手当、住宅手当等を含み、給与所得とさ
れない手当（退職手当等）及び福利厚生費、法定福利費は含みません。

−

主
要
事
業
内
容

5年後
４年後

当社は設立以来一貫して自動車部品のプレス金型製造を行っている。特に精密小型部品用の金型の製造を得意としており、品質面や
納期面で取引先から評価を受けている。

2

氏名1
フリガナ 生年月日

年間所得

住所 〒
氏名 E-mail

フリガナ
住所 〒 電話番号

− ※給与支給総額の伸び率については下記の達成率が必要です。
前期
今期

２年後

５年後
４年後
３年後
２年後
今期
前期

① ② ③ ①＋②＋③売上高 人件費 減価償却費 営業利益 付加価値額④
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第4条第2項 情報照会同意書(様式1)

〒

〒

〒

〒

〒

〒

〒

〒

申込者   〒 
住 所 
会社名  印

代表者名 

（事務局使用欄）

情報照会連絡日：    年  月  日

申込者 役員等名簿
令和  年  月  日

氏名のカナ 役職
性別 住所

氏名 生年月日

 

 記載された全ての者は、代表者又は役員に暴力団員がいないことを確認するため、本様式に記載され
た情報を神奈川県警察本部に照会することについて、同意しております。

 



第4条第2項 情報照会同意書(様式1)

〒

〒

〒

〒

〒

〒

〒

〒

設備販売者    〒
住 所
会社名 印

代表者名

（事務局使用欄） 販売先（貸与契約者）
情報照会連絡日：    年  月  日

 記載された全ての者は、代表者又は役員に暴力団員がいないことを確認するため、本様式に記載され
た情報を神奈川県警察本部に照会することについて、同意しております。

販売店 役員等名簿
令和  年  月  日

氏名のカナ 役職
性別

氏名 生年月日
住所



公益財団法人神奈川産業振興センター 設備支援課

小規模企業者等設備貸与制度 商工会・商工会議所確認書

 商工会・商工会議所経由でお申込みをされない場合は当確認書は不要です。商工会・商工会議所経由
でお申込みされる場合は、こちらの確認書を商工会・商工会議所にて記入してください。

商工会・商工会議所

受付印所属機関名

担当者

連絡先 EMAIL
TEL

特記事項（商工会・商工会議所で実施した支援内容等ご記入下さい）
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